
令和２年度復興・創生期間後に向けた東北の 

ブランド価値向上及び関係人口創出に関する調査事業 

報告書 

令和３年３月 

経済産業省 東北経済産業局 

（委託先：信金中央金庫） 



2 

 

はじめに 

 

東北地域の経済情勢は、東日本大震災により大きく減退しましたが、その後着実に回復を

果たしてきたところ、昨今の新型コロナウイルスの感染拡大に伴う全世界的な経済低迷に

より、回復基調に歯止めがかかっているのと同時に、震災被災地に対する世間的な関心も低

下しています。 

そのような中、2020 年４月から、政府の復興・創生期間の最終年度でもある「10 年目」

という節目の年度を迎え、「ポスト復興・創生」の議論も本格化する中で、これまで以上に、

地域の自律的発展に向けた取組が急務であります。 

本調査では、復興・創生期間後を見据えた、東北地域の自律的発展に向けて、「地域資源」

と「関係人口」に着目した調査、及び調査内容を踏まえた実証的な取組を実施することによ

り、復興・創生期間後の東北地域の「あるべき姿」を検討し、新たなアクションに繋げるこ

とを目的とし、次の１０年に向けた方向性を示すものであります。 
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第１章 東北地域の「地域資源」に関する事業者調査 

本章では、東北地域の地域資源活用に関する食と技を中心とした事業者事例に対し、具体

的な商流に基づき「素材生産、商品開発・製造、販売・消費」のそれぞれの変化について、

傾向分析を行うとともに、それらに取り組む事業主体の変化やその他傾向を分析し、取りま

とめていく。 

 

１． 素材生産の変化 

（１）東日本大震災による変化 

 東日本大震災による津波および原発事故によって、素材生産に大きな影響があった。 

津波の被害については、農地および設備への物理的な被害のほか、塩害による土壌への影

響があった。一方で、塩害の中でも育てられる作物や塩害を軽減する作物を協働で栽培する

事例や、塩害被害のあった農地で大規模施設園芸に取り組む事例など、被害に負けずに前を

向く素材生産者の取組が創出された。 

 また、福島県を中心として、原発事故の風評被害により、一次産業（農業・漁業）におけ

る素材生産に大きな影響があった。すべての生産者が販売先に苦労しながらも、事業を継続

するために知恵を絞り、相互に応援し合う機運が醸成され、困っている生産者・加工者同士

での商流構築や、生産者と消費者を結ぶ新たな情報・販売チャネルが創出されるなど、素材

生産者・食産業従事者・消費者がダイレクトに繋がり、顔の見える関係に変化した動きも見

られた。 

（２）技術進歩および地方創生による変化 

 2014 年にまち・ひと・しごと創生法が成立し、国のまち・ひと・しごと創生総合戦略（以

下「総合戦略」という。）が策定され、2015 年以降には都道府県および市区町村でそれぞれ

地方版総合戦略が策定された。 

同法に基づき、地域の活力を取り戻すための財政措置が講じられる中、東北地域の農村・

漁村部などで、素材生産に関する新たな取組が加速したほか、農業のＩＣＴ化や首都圏企業

図表１：株式会社デ・リーフデ北上     図表２：有限会社仁井田本家 
塩害農地でトマト・パプリカを栽培     原発被害で困る米農家の契約栽培を拡大 
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と連携した一次産業の革新やブランド化が行われた。 

 また、農業分野を中心に、メガ園芸などの大規模な取組や、農業生産法人等実施主体の規

模拡大による効率経営など、安定雇用・担い手確保に向けた動きが進んでいる。 

２． 商品づくり・製造手法の変化 

（１）商品づくりの変化 

東日本大震災の被災地では、多くの企業が本社機能・生産設備等の被害を受け、復旧・復

興するまでに既存の販売チャネルが失われることが多かった。このため、多くの会社が既存

の販路に捉われない新たな商品づくりに取り組む状況にあった。 

特に、東北地域では、食品加工や縫製など、仕様・デザインに沿った製造のみを受託する

ケースも多く、自社が届けたい商品を改めて考える機会が強制的に創出されたことは、自社

のやりたいこと・向かう姿を見つめ直すことに繋がったほか、商品づくりを通じて社内外の

様々なご縁により新たな価値が創出されることに繋がった。 

これは、東日本大震災が創出した大きな価値の１つであり、震災を乗り越え、商品・サー

ビスを通じて消費者とより強固に結びつくことに繋がり、関係人口の創出や、復興を大きく

加速させる要因にもなったと考えられる。 

また、商品づくりを後押しするために、被災企業に対するマーケティング・商品企画を支

援する事業者・団体や、投資ファンドや財団法人等により資金支援を行う者、消費者からダ

イレクトに資金調達を行うクラウドファンディング事業者の創出および定着化等、想いを

形にする者を後押しする事業者・団体の存在が新しい価値の創出を支えていた。加えて、復

興庁をはじめとした復興関連予算による支援も大きく、地域で諦めない経営者の心と、それ

をサポートする支え手、お金や人の流れを創出する仕組みや支援制度がなければ現在の復

興の姿はないと言えるだろう。 

さらに、地方創生の動きが加速する中、内閣官房の地方創生関連交付金や、総務省「地域

おこし協力隊」制度の拡大等により、東北地域の中にお金や人の流れができることで、商品

や地域の価値を引き上げるデザイナー等の専門人材が移住または関係人口化することによ

図表３：西和賀町内生産者等        図表４：あきた白神農業協同組合 
                         農事組合法人轟ネオファーム 
西わらびの買取制度構築・ポット苗の定着化 秋田県の園芸メガ団地によるねぎ生産の推進 
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り、交流が促進され、地域の商品・サービスづくりにおける大きな変化がもたらされた。 

（２）製造・人手の変化 

 製品をつくる人手は、東日本大震災による人的被害や人口流出等によって大きく減少し、

震災後に同様の生産能力を有する工場が復旧しても人手が確保できない等の問題が発生し

た。これを予見していた事業者は、生産規模を縮小させながら付加価値向上を目指す等のビ

ジネスモデルの転換に取り組んできたが、今までのビジネスを同一の人員規模で進めるこ

とに限界が生じているケースは被災地全体でも多く見られる。 

これに対し、ＩＣＴ活用等で人手を代替する動きもあるが、特に食産業や伝統工芸等の技

術産業では、ＡＩやＩＣＴ技術により人手を完全に代替することは困難であり、技術進化や

外部環境の変化とどう向き合っていくかも課題となる。 

 また、人手不足への対応として、外国人労働者の手助けが大きいこともこの 10 年の特徴

の一つである。震災以降、被災地を含む東北地域で働く外国人実習生の増加は、多くの業種

の生産体制を助け、依存にも近い状態となっている。その一方で、被災地において、外国人

労働者のコミュニティを支援する取組みや、宗教信仰を含め、同じ人間としての日常生活を

図表５：一般社団法人東の食の会       図表６：西和賀デザインプロジェクト 
リーダー生産者達と共に食の革新等を推進   交付金事業にて地域産品×デザインを推進 

  

図表７：元正榮北日本水産株式会社     図表８：株式会社菅原工業 
震災後養殖拠点を集約し一貫生産を強化   震災後にインドネシア進出・市内にモスク建設 
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送りやすい環境づくりへの取組みが生まれ、より多様な生き方が受け入れられる地域社会

に変容していく動きが見られる。さらに、外国人労働者との縁により、海外との取引に繋が

る事例も見られ、地域社会や企業がよりグローバルに繋がる機会にもなっている。 

但し、東北地域の多くでは、若年層を中心とした人口流出が進んでいることから、すべて

の企業が現状のビジネスモデルを維持することは困難であり、ビジネスモデルの転換・革新

が求められる状況下にあるほか、担い手確保や人材育成・活用手法の検討については、東北

地域全体で今後も検討が必要なテーマと言える。 

 

３． 消費者・マーケットの変化 

（１）消費者と生産者との距離が近づいた 10 年 

 東日本大震災により、多くの人が被災地域に目を向け、足を運び、復興応援のための消費

を行ってきたが、これは一次的な復興特需だけではなく、生産者や販売者の想いに共感し、

心で繋がることにより、息の長い「地域×地域」の交流や、「消費者×生産者・販売者」の

交流に繋がった。これはマーケットや消費者心理の変化としては大きな影響となる。 

この変化を生み出したのは、消費者・生産者双方であり、画一的な商品を買うよりも、顔

が見え、想いに共感する生産者から買いたいという消費者の想いが、産直販路チャネルの利

活用や生産者のＥＣサイト等でのリピート購入に繋がり、生産者はそれら消費者に届く商

品・サービスづくりに真摯に取り組むことで、これらの動きを加速させた。 

また、これを支えるように情報伝達媒体としてのスマートフォン等のハード面の情報デ

バイスの進化や、ＳＮＳやＩＣＴ技術等のソフト面の情報技術の進化や文化の発展が進み、

情報の質や量が向上し、より身近に情報が得られ、消費者と生産者の距離が近くなる変化が

生まれている。サービス面では、クラウドファンディング（ＣＦ）の普及がこの 10 年で進

み、購入・消費という選択肢だけでなく、投資・寄付や先行購入等、自身の共感を表す行動

の幅が拡がってきており、現在は定期購入やサブスクリプションなど、より恒常的な購入・

寄付等を行うサービスの取組も増えている。 

図表９：株式会社斉吉商店         図表 10：有限会社トロイカ 
商品づくりへの姿勢が人の心を動かす    ＣＦを活用したチーズ工房併設店舗の新設 
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現在は「Ｄ２Ｃ」（Direct to Consumer）と言われ、中間業者を一切挟まずに消費者に届

ける仕組みも構築されてきており、消費者はその中で自身が共感する生産者・販売者を探し

て購入することが増え、「何を買うか」よりも「誰から買うか」が優先される購買行動に変

わりつつある。これにより、小売業者や卸売業者は、販路との繋がりを確保する商売から、

何故自社がその商品を扱うのか、消費者にどんな価値を届けたいのかといった想いを固め、

それに共感する仕入先および販路をデザインすることが求められている。 

これを加速させるかのように、ＳＤＧｓを含めた国際的な潮流により、エシカル消費（倫

理的消費）の普及や、モノ消費からコト消費への転換など、より消費者・生産者の「心」に

迫る消費・生産行動の選択が求められている。 

（２）ストーリーへの共感性が重視される消費の中での東北 

 上記（１）を踏まえると、より消費者の心に響く商品および商品ストーリーが必要となり、

生産・販売者にとっては買って欲しい人の「顔」が見える商品づくりの必要性が高まってい

ると言える。このため、商品に対する自社の想いや、消費者に届けたい価値を魅せる化し、

文章・写真・動画等によって、様々な形で消費者に届けることが一般化している。これらは

通信技術の進化とともに手段が複雑化し、ＳＮＳのライブ配信から直接購入可能なライブ

コマース等も開発されている。 

一方で、情報伝達チャネルが複雑化しても、ストーリーへの共感性や生産・販売者の姿勢

が消費行動に最も影響することは変わらないことから、自社がどうありたいかを突き詰め、

その中で商品ストーリーの根幹を創り上げることが最も重要となり、10 年前から同様の商

品づくりが求められている被災地の事業者にとっては、現在の市場に適用しやすい環境下

にあると言える。 

（３）モノからコトへ、コトからトキへ 

 コト消費と言う言葉や、届けたい想いの具現化・ストーリー化については上記（２）で取

りまとめたが、古民家の改修・リノベーションや、古くから続く伝統工芸や文化の伝承やリ

ブランディング、雄大な自然の価値化やそれを味わうデザイン、地域課題や社会課題に対す

図表 11：株式会社ポケットマルシェ     図表 12：綾里漁協・綾里六次化プロジェクト 
生産者×消費者のプラットフォームを提供    漁協初の食べる通信発刊と直販チャネル構築 
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るビジネスデザインについても東北の地域資源活用における大きな流れとして挙げられる。 

例えば、築何百年の茅葺屋根の古民家を改修した宿でゆっくりと過ごす時間に対し、高級

旅館と同等の値段で泊まる旅行者が増えている。この旅行者の消費体系は「コト消費」にと

どまらず、より歴史や文化などが積み上げてきた「トキ」に価値を見出し、お金を払ってい

るように感じられる。 

コト消費は、モノが充足した現代において、商品機能による価値ではなく、商品購入では

得られない体験や経験などのコトに対する消費と言われている。この定義では、宿泊業はす

べてコト消費として捉えることになるが、その古民家の事例は、東北の 10 年の消費の変化

を振り返る際に重要な事柄になる可能性がある。 

長年をかけて育まれた雄大な自然を味わうこともその一つであるが、伝統工芸を含め、紡

がれた「トキ」の長さや重さを感じること、一時的にでもそれを共有することにお金をかけ、

その価値を味わい、自身の感性の糧としているように感じられる。 

上記（２）でストーリーへの共感性について触れたが、先に言及した「紡がれてきた自然・

伝統・文化」は、事業者の想いに共感するだけではなく、紡がれたトキの長さや重さに対し

て想いを馳せるような、深い共感に繋がるのではないか。ストーリーへの共感は、所謂「コ

ト消費」であるが、その根っこにある文化や自然、持続性といった、コトを超えた「トキ」

を楽しみ、共有していくような概念を新たに東北の大きな地域資源として定義することが

できるのではないかと考える。この考え方においては、東日本大震災を背景とする一連の出

来事や創出されたチャレンジもその大きな「トキ」に含まれるのではないかと考える。 

このトキは、金銭による消費だけでなく、体験・共有可能なものであるため、その中から

相互な消費・体験活動により、新たな感性・活力・共創が育まれ、最終的にマーケットチェ

ンジが起こるようなリーダー人材や活動が生まれることも想定される。震災復興による関

係人口は、この副産物として顕在化したものである可能性があり、そこから創出された社会

的・経済的インパクトは復興特需等の消費以上に大きなものであったと考えられる。 

これは間違いなく東北の圧倒的な地域資源であり、食や技では分類できない、深い地域資

図表 13：一般社団法人 BOOT                図表 14：合同会社とびしま 
19 代続く集落を分散型ホテルにデザイン     自然や文化を大切に島全体の産業をデザイン 
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源となろう。山形県の唯一の離島である飛島の地域商社である合同会社とびしまでは、この

ような文化・自然資産等に対する取組を「０次産業」として捉え、１次産業以降の生産活動

に対する土台として未来に紡ぐ活動を行っており、その存在を意識するか否かで産業構造

や産業創出の段階が変わっていくのではないかと考えられている。 

 

４． 事業主体の変化 

（１）企業連携の推進 

 東日本大震災後、既存企業の経営者同士で企業を新設するケースや、プロジェクト形式で

複数企業の経営者または後継者が連携事業を行うケースが増加している。 

 これらは、自社では人的・設備的に難しい場合においても、協働・共有により実行可能と

なる事業のほか、自社の風土では合わなくても協業であれば実施できる事業など、参画する

企業自身が起業家精神をもって前向きに楽しく取り組むことができるケースと言える。 

 また、社会課題や地域課題に取り組むソーシャルビジネスにおいても、非営利法人と民間

営利企業が連携するケースや、地域を持続可能とするための取組に首都圏の大手企業が参

画または合弁等にて協働するケースも増加している。 

これらは、2011 年に提唱された、ＣＳＶ（Creating Shared Value）としても定義され、

経済的価値と社会的価値を同時実現する共通価値の戦略として、社会的課題を自社のリソ

ースおよび戦略で解決することにより、自社の持続的な成長にもつながる、本質的で新たな

経営戦略として捉えられている。 

（２）事業承継・Ｍ＆Ａの推進 

 東日本大震災後、経営者の人的被害による代表者交代や、震災復興が加速する中で後継者

に事業承継を進めるケースも生まれている。 

今回は震災後の代表者年齢の変化について調査は行っていないが、代表者の若返りとと

もに地域全体の経営や活性化に対する意識を持つ経営者が、次世代の起業家やリーダーを

育成するケースも見られ、一企業に捉われないリーダー候補の育成やその中で新たなリー

図表 15：三陸フィッシュペースト株式会社   図表 16：秋田佃煮若旦那衆 smelt 
同業同士の合弁で新たな蒲鉾の価値を追求    秋田県潟上の佃煮屋で商品開発・PR で協業 
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ダーコミュニティが生まれていることにも繋がっている。 

また、事業環境の変化により、全国的にＭ＆Ａが増加しているが、東北では事業の購入・

売却だけではなく、事業同士の理念共感性や社会的意義を捉えたグループ化や合弁会社設

立等の戦略的Ｍ＆Ａが行われているケースも見られる。 

 

５． 地域ブランド・地域商社等の設立 

 地方創生の進展とともに、地域の商品を首都圏等で販売・発信していく地域商社や、地域

の資源をストーリーから掘り起こして発信していく地域ブランド化に関する取組が行われ

ている。地域資源を活かしたブランド開発や、地域の価値を掘り起こしてブラッシュアップ

するケースなど、その取組みは様々である。 

 一方で、協議会形式の場合に地域の事業者間の利害調整が必要となることや、卸売・小売

だけでは利益率が低く、持続可能なビジネスモデルの構築に悩むケースなども存在するた

め、地域のモノ・コト・トキをデザインするための後押しや、地域内での試行錯誤は今後も

必要となろう。 

図表17:株式会社SANNOWA           図表18：株式会社遠野醸造・株式会社BrewGood 
青森県三戸の地域資源を活かした商品づくり  ホップの町をビールの町にブランド化 
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第２章 東北地域の「関係人口」創出事例調査 

本章では、東日本大震災後に東北地域に増加した関係人口が創出された事例を調査の上、

関係人口への理解を深め、東北地域における関係人口がもたらした効果について取りまと

めを行っていく。 

１． 関係人口とは 

（１）関係人口の定義 

 本調査では、関係人口が創出された様々な取組事例を基に、関係人口とは何かを改めて考

えていった。 

 震災復興において増加した関係人口は、東日本大震災という出来事が地域と地域外の人

を繋ぎ、その一部は移住し、それ以外はその地域を思う関係人口となり、定期的に訪問する

人や、ふるさと納税や地域の商品を購入する人、企業や団体を継続的に支援する人、その地

域に想いを馳せる人等、その行動は様々であるが、共通してその地域に関わる意思を持った

人とも言える。その濃淡や行動は時間によって変化するため、途中で関係が途切れる人や突

然関係がより濃くなる人も存在した。一人一人の人生で何等かの見えない「関係人口バッジ」

のようなものが身につけられ、その地域・人・企業との「ご縁」が何かしらの形で顕在化し

たものの総称が「関係人口」という言葉だろうと本調査では整理したい。 

このため、地域に「ご縁」があるのかが大きな要素であり、単なる消費型の旅行では得ら

れないものとなるが、人と繋がる「たび」を通じて創出される可能性は高いだろう。 

 今回の事例調査では、地域資源の活用に取り組む事業者からも、関係人口と見られる人や

その人との出会いについて語られた場面も多く存在した。それは、一つの物語のように紡が

れた「ご縁」であり、その人がいなかったら今の自分や事業はないというような話も多かっ

た。また、それは地域で言えば、東北内や都道府県内で繋がった「ご縁」も存在した。 

これらは間違いなく関係人口論において重要なポイントであり、「ご縁」をどれだけ紡ぐ

ことができるか、それらの演出についても今後東北における必要な取組の一つとなろう。 

（２）関係人口における国の議論の状況と震災復興による事例の比較 

 国の関係人口に関する議論では、東京一極集中を是正するために移住促進を行ってきた

が、その是正が困難であったために、首都圏にいながらでも地方と関われる「関係人口」と

いいう文脈が強く表現されている。 

また、副業・兼業の推進を活発化させることで、首都圏の人材が持つスキルやノウハウ、

知識などを地方に提供していくことが政策的にも推進されている。 

 一方で、移住者や関係人口として地域に関わった人からは、スキルやノウハウがないこと

により、地域の中で生きていくノウハウを教えてもらいながら、自分に出来ることを探して

いったケースも多く存在し、スキル重視の移住やマッチングは地域に飛び込む人の足枷と

なる可能性があるほか、地域や地域に存在する企業・団体のニーズや困りごとが可視化され

ていない場合も多く存在する。 

 ここで、上記（１）に挙げた「ご縁」に関する話を参考にすると、ニーズを可視化して直
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接結ばれたものよりも、地域・企業・人と「ご縁」が育まれた人や団体により、その関係性

から新たな人との関わりが創出され、その中で劇的な「出会い」が創出されることも多く、

地域に関わりたい人が直接関係性を持つケースよりも、関係性を持っている人や団体がそ

の人と地域を結ぶ仲人となるケースが理想的と考えられる。 

 

２． 関係人口創出の分類 

 本項目では、様々な地域において、関係人口が創出されたとされる事例から、その類型を

グルーピングすることにより、その特徴を分析する中で関係人口に対する理解を深めるこ

ととする。 

（１）地域区分による分類（地域内・地域外） 

①同一地域内のご縁をつくる事例 

 例えば、地域教育を通じて子どもや学生に対して、地域の事業者や人と繋がる「ご縁」を

つくる事例が存在する。年齢を重ねるごとに、学生自身の考えややりたいことが浮かんでく

るため、その学生に寄り添い、それに合った企業や人を繋ぐことが大事である。この場合、

身近に感じられる地域の企業や人を紹介する方が効果的だが、ＩＣＴ技術等、地域内で繋ぐ

ことが困難な場合は地域外のネットワークを活用し、共に繋がり学んでいくも重要となる。 

 これは学生だけではなく、経営塾や創業塾など、地域の中でのチャレンジする大人のコミ

ュニティにおいても同様であり、震災後自身が行っていくプランを共に考え、発表し、その

後も苦楽を共にする経営者・創業者のコミュニティが多数生まれる中で、地域内外での「ご

縁」が多く紡がれている。 

②東北地域・都道府県内で繋がる事例 

 同一の経営指導や創業指導を受けた人同士・地域同士で繋がることにより、東北地域内に

おいて同一の目的や考え方を持つ人や企業の集まりが多数生まれている。 

 震災後、生産者の育成や集まる場を創出してきた事例では、その中から業界全体を押し上

げようと集まる団体やコミュニティが生まれ、市町村を超えて企業や人が同じ想いを持ち

図表 19:NPO 法人みやっこベース             図表 20：一番商品づくり塾 
子ども・学生と地域住民・企業を繋ぐ    東北地域内の創業塾 OB が繋がり支え合う場 
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ながら互いに成長していく「ご縁」が紡がれている。 

 また、創業塾ＯＢで集まるコミュニティでは、新たに開発された商品・サービスや、困り

ごとを共有し合うことで、一定の相互購買コミュニティが形成されており、地域が離れてい

るからこそ相互の助け合いという文脈でも作用していると考えらえる。 

③東北内と東北外が繋がる事例 

 上記①②と異なる点は、東北内のコミュニティで生まれた課題等を解決するために、繋ぎ

手が東北外の人を紹介していくケースと、東北外の人が東北内に入っていきたい、貢献して

いきたいという意思を持ち、直接東北内に入っていくケースの２点が存在することである。 

・繋ぎ手が媒介となるケース 

 この 10 年で生まれた繋ぎ手は、a)元々地域住民の立場で活動をはじめた人・団体、b)震

災ボランティア等地域外から定着してきた人・団体、c)それらが混じり合うケースの３つが

想定される。それぞれが関わり合う企業・団体・人のコミュニティの中で生じたやりたいこ

とや困りごとを解決する際に、それらが持っている地域外とのネットワークを活用する。 

 例えば、ＮＰＯ法人ＥＴＩＣ．が提供するプログラム等で移住した繋ぎ手であれば、同様

のプログラムで移住した他地域の繋ぎ手の情報や、同社本体が持つネットワークにより、自

身が居住する地域の課題ややりたいことを繋ぐ関係人口との「ご縁」を紡いでいる。こうい

った東北地域を支える首都圏の企業・団体は多数存在し、その企業・団体間も繋がっている

ケースが多いため、東北地域外からのサポートについては、東北地域を愛する首都圏の企

業・団体同士での「ご縁」としても多数存在する。 

・直接入っていくケース 

 特に震災直後には、多くの震災復興ボランティアが被災地を訪れたが、各々情報がない中

で現地に入っていったケースも多い。 

同様に、復興段階が進んだ後に、自社の強みを活かして地域に貢献できないかと入ってい

く企業・団体・人が一定数存在し、それらは直接地域を訪問しながら、その中の「ご縁」で

移転や事業所の設立を決断するケースも見られる。 

図表 21:合同会社巻組                  図表 22：一般社団法人ドチャベンチャーズ 
移住者が絶望的な空き家再生で交流を生む  土着ベンチャーが中心となり地域内外を繋ぐ 
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この際には、受入地域側にやりたいことや課題点が可視化されているケースもあれば、外

からの視点で見える「価値」や「課題」を関わる側が見つけ、その中で受入地域側の熱量や

居心地の良さから地域に関わることを決めるケースが存在する。この場合、受入地域側がい

かに人との関わりを大事にしているか、地域に誇りを持ち前に進む意思を持っているか等

がポイントとなる。 

（２）時間区分による分類（常時提供・イベント型） 

 地域に関わるには、何かしらの「繋がる場」が必要であり、宿泊業でいう「チェックイン」

のような場が地域に必要となる。株式会社 sotokoto online の指出一正氏の表現では「関係

案内所」とも言われているが、移住定住支援センターのような公共的な役割を持つ場所や、

地域の人が集うカフェ、多種多様な人が語らう飲み屋・ゲストハウス、コワーキングスペー

ス等、様々な形態でその関係案内所が存在する。 

 また、年に１回など、定期的に開催するイベントに合わせて、運営を手伝う者、何かパフ

ォーマンスを行うアーティスト、お祭り騒ぎをするために集まる者等、一発集中的な関わり

を通じて地域に「ご縁」が紡がれる場合もある。この場合は、参加者から運営者に途中から

変わるケース等、開催は瞬間的だが、その開催に合わせて様々な関係性が生まれる良さがあ

る。さらに、関係案内所の役割を持つ場所が、イベント開催を通じてその関係性の輪を拡げ

ていくようなハイブリッドなケースも多く存在する。 

（３）繋ぎ手主体による分類（人材ビジネス系、ソーシャル系、公務員系） 

 上記（１）で地域による分類は行ったが、その繋ぎ手自体の職種や役割についても分類を

行うことが可能である。 

 例えば、釜石市内に創業した株式会社パソナ東北創生では、その名の通り人材紹介等のビ

ジネスを行う株式会社パソナが母体となり生まれた地域内ベンチャーであるが、人材ビジ

ネスの強みを生かしながらも、地域の繋ぎ手として「ご縁」を紡ぐ大事な存在となっている。 

 これに対して、地域の避難所・仮設住宅同士の助け合いの輪を拡げていくような形で設立

されたＮＰＯ等の団体では、よりボランティアな活動から派生しながらも、その後復興創生

図表 23: 株式会社小高ワーカーズベース   図表 24：OGA NAMAHAGE ROCK FESTIVAL 
様々な交流の場を設計し挑戦をサポート   ゼロから多くの交流が生まれるフェスへ 
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期における住民のやりたいことを応援し、移住者等の外部人材ともつながる繋ぎ手となっ

ている。 

 また、公務員や金融機関など、普段は別の仕事に取り組みながらも、ライフワークとして

地域内外の人と関わり、その中で「ご縁」を創出するような立場の繋ぎ手も存在する。事例

では取り上げなかったが、震災後の語り部活動を行う方もその中の一つと見られ、自身の中

で取り組むべき信念を持ち、使命感を持って取り組んでおり、その個人の熱量によって紡が

れた「ご縁」も少なくない。 

３． 関係人口創出の段階 

 関係人口の議論では、関係人口となっていく段階について言及されることがあることか

ら、東日本大震災からの震災復興における関係人口創出の段階を振り返ることで、その創出

段階について取りまとめる。 

（１）感情や感性の土台 

 東日本大震災においては、居住地に限らず、その災害に対しての認知はあったが、支援す

る・関わる人とそうでない人に分かれていた。この中には、感性の土台として、思いやりの

心といった、感情や感性の部分がその差異に含まれていることが考えられる。 

特に、震災後の津波や原発事故の映像や、夜中に燃え上がる気仙沼市の海の映像等を眺め

て心を痛め、関係性がないにも関わらず、海外から多額の寄付や人的・物的支援が行われた。

この心を痛める、誰かはわからない人のことを想って涙を流すような、感情や感性の土台が

存在し、そこから生まれた行動は多く存在していたと言える。 

（２）認知 

 東日本大震災のことを知らない人はいないが、この認知にはいくつかの細かな段階があ

るように感じられる。 

①体験 

 既に 10 年が経過しており、そもそも体験していない人も存在する。どこでどのような形

で東日本大震災を体験したか、その認知に影響を及ぼしている。 

図表 25：株式会社パソナ東北創生      図表 26：NPO 法人かづの classy 
様々な交流の場を設計し挑戦をサポート    元移住コンシェルジュ中心に地域内外を繋ぐ 
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被災地域内では、震災後にどのような場で被災・避難し、時を過ごしてきたかなどによっ

て、その感じ方は異なる。 

また、首都圏等では地震による被害の後、迫りくる津波の被害をテレビで目の当たりにし

た人が多数存在したと考えられる。 

②知人の有無 

 地縁・人縁により、被災地等に知っている人・想う人がいたかどうかがその認知や感じ方

に大きな影響を及ぼしていると考えられる。直後の被害もそうだが、その後の被害状況や復

興に向けた状況等については、より詳しいものを知人等からの情報で得られた中で、関わり

や行動を行うケースも多く存在した。 

（３）関わり代 

 例えば、ボランティアに向かう場合や物資を送る場合にも、何に困っているのか、何を手

伝ってほしいのか、それらが可視化されることで、具体的な行動を取りやすくなる。 

 一方で、これは受け入れ側での対応が必要な事項であり、どのように繋がってほしいのか、

関わってほしいのかを可視化して情報発信を行う必要がある。これは災害復旧期から復興

創生期に変わるとその内容は変化するため、改めてその内容を見極め、関わってほしいポイ

ントを伝えていく必要がある。 

 また、これらは関係人口が地域に訪問した後に、様々な形で感じられ、議論されるもので

あるほど、関係人口側が具体的に関わりたいポイントやプランを想起しやすくなることか

ら、全て可視化して発信するだけではなく、地域内で感じてもらえるきっかけづくりにも取

り組む必要がある。この際、具体的に関わる相手と繋がることで、「ご縁」が創出されるこ

とが最も効果があると考えられる。 

（４）行動・協働 

 簡単なことからでも何かを行動に起こすことで、関わるというハードルを超えることが

考えられる。これは災害後の寄付や物資支援からはじまり、被災地域への訪問やボランティ

アでの協力、復興創生期では、被災地の企業・団体等が主催するイベントへの参加や運営ボ

ランティアとしての簡易的な協力から始まり、ふるさと納税の寄付やクラウドファンディ

ングへの参加等の資金面での協力や、より具体的なチャレンジを地域内外から応援するこ

とに繋がっていく。これらを積み重ねる中で、地域内外の企業・人との関係性が積み重ねら

れ、相互に縁が繋がっていくことが考えられる。 

（５）関係性の継続 

 その後、移住するケース・しないケース、移住後に何らかの理由で離れるケース、異動・

出向等で任期を終えて離れるケース等、地域との様々な距離感が形成されるが、その中でど

のような形であれ、相互に関わり続けることが重要となる。 

 例えば、陸前高田市とプロサッカーチームの川崎フロンターレでは、１年に１回陸前高田

市の事業者等が出店してサポーターと被災地の企業や人が関わるイベントを長年続けてい

る。お互いは心で繋がり、コロナ禍で直接開催できない場合でも、オンラインで開催し、地
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域が離れながらも同じ銘柄の酒を飲み交わすような場が創出されている。 

 行政や国の目線では、移住をゴールにしがちだが、「ご縁」で繋がり、地域内外の人や企

業が心で繋がるケースがどれだけあるか、それがどのようなインパクトをもたらしたのか、

これが関係人口としての実際に計測すべきものとなるのではないか。物理的な住民票は１

地域に限定されるが、心の住民票は何地域にでも提出できるようなことが、関係人口という

概念を本質的に形成していると考えられる。 

 

４． 関係人口創出の効果 

 定住人口ではない方との「ご縁」により、どのような波及効果が生まれているか、本調査

では精緻な数値の算定は不可能であるが、個別の事例からどのような社会的な効果が生ま

れているかを分析することで、関係人口創出の効果について考える。 

（１）復興・創生インターンの取組（岩手県・宮城県・福島県） 

 本事業は、復興庁「伴走型人材確保・育成支援モデル事業」によって、2017 年度から 2020

年度までの４年度に亘って実施され、学生と地域企業を繋ぐ事業を通じて、延べ 450 社を超

える参加企業、延べ 1,200 人を超える学生の参加があった。 

①事業の概要 

 本事業では、被災３県（岩手県・宮城県・福島県）において、地域コーディネート機関（以

下「地域ＣＤＮ機関」という。）を選定、地域ＣＤＮ機関は地域に根差して復興支援・地域

支援に関わるＮＰＯ等の団体であり、活動の中で地域企業・団体との関係性を構築する中、

自社・団体のビジョンや課題の共有を通じて、学生が参加して挑戦できるテーマの魅せる化

に取り組み、約１～２か月で経営者と協働して「課題解決」に取り組む実践型インターンシ

ッププログラムを構築した。 

学生は、全国の大学院生、大学生、短期大学生、高等専門学校４年生以上の方を対象とし、

事業説明会の後、東北地域全体をコーディネートする団体により、学生が希望するチャレン

ジに合った個別地域のプログラムを行い、各種プログラムの参加に向けた調整を行う。 

インターンシップの開始後は、地域ＣＤＮ機関が地域企業・団体と学生をフォローしなが

ら、最終報告会において学生から活動報告を発表する場をつくっている。 

②投入資源・関係者 

【資金】（単位：百万円（Ｍ）） 

復興庁予算： 2017 年度：310Ｍ、2018 年度 322Ｍ、2019 年度 301Ｍ、2020 年度 300Ｍ 

【関係者】 

・株式会社パソナ 

復興庁から事業を受託し、全体事業を統括し、情報発信や調整を実施する。 

・地域ＣＤＮ機関 

各地域においてプログラム設計、学生の受入調整、プログラムの実施に関する学生・企業

双方への伴走型サポート等を実施する。 
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③アウトプット 

 ４か年において延べ 450 社以上の受入企業、延べ 1,200 人以上の学生が参加した。 

④アウトカム 

・受入企業への効果 

 地域ＣＤＮ機関とインターンシッププログラムを開発することで、自社のビジョンや課

題を明確にし、学生の受入に限らず、求人等を受け入れるための情報整理や魅せる化につい

て取り組むことができた。本事業に取り組む企業は、兼業・副業等のプログラムや、移住者

の受入にも積極的に取り組んでおり、地域の中で拓く姿勢を整える意味でも、本事業は重要

であることが考えられる。 

・受入学生への効果 

 全国の学生を対象とすることで、被災地域等に対して貢献意識のある学生や、企業の現場

に入って実践的に力を試してみたい学生が関わる機会を創出した。本事業がなければ、地域

の経営層と協働する機会を得ることは難しく、首都圏におけるインターンシップと比べて

も、より経営者に近い距離感で、地域企業の経営を感じることができたことが考えられる。 

また、同地域や隣接地域、同一都道府県等の地域内の学生同士で繋がることより、自身が

体験できなかった会社の取組や地域の情報について共有することができ、地域の実態や良

いところを肌で感じることに繋がった。参加学生の多くは、本来縁がない地域が第２・第３

の故郷のように感じられるようになり、その後も地域に関わる学生や、プログラムを通じて

就職業界やキャリアプランを見直す学生も存在した。 

・地域ＣＤＮ機関への効果 

 地域ＣＤＮ機関は、本来復興支援や地域支援に関わるＮＰＯが多く、地域の企業や経営者

との関係性はあったが、企業の採用や経営に直接的に関わる機会があまりない中で、本事業

を通じて、より具体的な経営ビジョンや課題に触れ、学生の参加を通じて、地域ＣＤＮ機関

自身も対象企業・団体への課題解決に関わることができた。これにより、インターンシップ

プログラムだけでなく、恒常的に対象企業・団体の課題解決に関する提案を行うことが可能

となり、地域企業・団体との関わりの段階が数段も上がったと考えられる。 

 これは震災後自立化が求められるＮＰＯ等の団体において、民間企業・団体の課題解決を

通じた商取引による新たな資金の流れに繋がる可能性が高いことから、その入り口や仕組

みの構築について大きな効果に繋がったと見られる。 

・行政への効果 

 東北地域では、若者世代の人口流出が多い中、東北地域外の学生が地域に関わる機会を通

じて、それら学生の生の声やニーズを知ることができたほか、移住の有無に限らず、学生自

身が地域に繋がることで、その学生を通じて新たに該当地域を知る若者の創出に繋がるこ

とから、参加学生だけでない認知度向上効果が生まれたと考えられる。 

 また、本事業に参加する学生は、１～２か月を費やして挑戦する自立性や活動性の高い学

生であり、その学生が今後構築する人的ネットワークは、より自立性・活動性の高いものと
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なる。このため、その学生が地域に繋がり続けることにより、地域や地域企業等が困ったと

きには、地域外から様々なテーマや人が関わる土台ができるようになると考えられるため、

学生のうちに「ご縁」が繋がることは、将来の地域に対する投資としては効果が高いものと

考えられる。 

（２）地域教育への取組 

 地域によって濃淡はあるが、復興支援や地域支援に関わる企業・団体や、地域おこし協力

隊等により、地域の学生のキャリア教育等の取組が進められている。本項では２事例を抽出

し、その概要や想定される効果について取りまとめる。 

①Kamaishi コンパス（岩手県釜石市） 

 岩手県釜石市では、「釜石コンパス」という高校生のキャリア構築支援事業を通じて、2020

年８月現在で 2015 年から 34 回、延べ 704 人の社会人講師が、延べ 4,308 人の学生に関わ

っている。学生が社会人講師との対話を通じて、多様な価値観を醸成し、進路や将来のきっ

かけを提供している。通常、学生が地域内で働く社会人と触れ合う機会は少なく、釜石コン

パスをきっかけに、学生側が地域で繋がる年齢層が拡がることや、地域の見方を拡げる大き

な効果に繋がっている。また、社会人講師の約半分は、地域外の社会人講師となり、都市部

の企業や地域から見た釜石の姿や素晴らしさについても話をすることで、「ここには何もな

い」と思っていた学生が、都市部から見た中での視点を知ることで新たな可能性に気づくこ

とや、一度都市に出ながらも何か地域に貢献したいと思う社会人講師の姿を知ることで、地

域に出ても関わる選択肢もあると気づくことは、地域にとっても大きな効果と言える。 

②探究学習支援事業（宮城県気仙沼市） 

 宮城県気仙沼市では、復興支援のボランティアに取り組んだ者を中心に、一般社団法人ま

るオフィスが設立され、地域教育事業「じもとまるまるゼミ」では、漁師体験からプロジェ

クト型学習まで、中高生のアクションを応援する様々なゼミを開いている。 

また、地域の様々な住民・企業との関わりを通じて、高校生が取り組む「マイプロジェク

ト」を考える『気仙沼の高校生マイプロジェクトアワード』を市内の団体や市役所および教

図表 27：一般社団法人ワカツク       図表 28：NPO 法人 wiz 
実践型インターンシップの魁的存在     岩手県の復興・創生インターンを多く支える 
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育委員会と連携して開催する等、学生と向き合い、やりたいことを共に探求する伴走支援を

続けている。 

 2020 年度からは気仙沼市教育委員会との協働により、市内小中学校に対し、探求学習コ

ーディネーターとして学生の総合的な学びをサポートする事業を開始し、教育委員会や参

加小中学校とともにプログラムを設計し、多様な学びの機会を提供している。 

 漁師体験等、地元では「当たり前」に見えるものをプログラム化し、地域の産業や仕事に

触れ合う機会をつくることは、地域外からの視点が必要であり、地域外から関わる移住者や

関係人口だからこそできる活動や伝え方があると言える。 

 また、当団体が長年地域教育に取り組むことで、地域の教育委員会との協働に繋がり、地

元と移住者が混ざり合い、新たな学びのカタチを考える場ができることにより、その学びを

体験した学生が、地域への関わり方や自身の生き方を考え、地域外に進学・就職することで、

まさに新世代としての新たな出身地との関係性のカタチが具体化されていくことが見込ま

れる。 

 

図表 29：釜石市役所オープンシティ推進室  図表 30：一般社団法人まるオフィス 
       認定 NPO 法人底上げ 

関係人口を町の中心に据え様々な取組を推進 学生の主体性を伴走しながらサポート 
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第３章 「東北の新たな価値」創造に向けたワーキンググループ設立・運営 

本章では、事例調査と並行して、関係人口の創出および地域のブランド化について、東北

地域で活動する者を委員として、東北の新しい価値の創出や未来を描くワーキンググルー

プ（以下「ＷＧ」という。）を進めてきた内容を取りまとめる。 

１． 関係人口創出に関するＷＧ 

（１）ＷＧの概要 

 当ＷＧでは、この 10 年における関係人口の創出の状況および復興創生期間後における関

係人口創出に向けた取組について議論するため、関係人口に関して知見を持つ６名の委員

を委嘱の上、議事非公開による様々な議論が行われた。 

（２）委員一覧（五十音順） 

№ 氏  名 役 職 等 

１ 石 井 重 成 釜石市役所オープンシティ推進室 室長 

２ 指 出 一 正 株式会社 sotokoto online 代表取締役 

３ 田 中 麻衣子 株式会社キャリアクリエイト 

４ 藤 沢   烈 一般社団法人ＲＣＦ 代表理事 

５ 米 田 大 吉 ＮＰＯ法人プラットフォームあおもり 理事長 

６ 渡 辺 一 馬 一般社団法人ワカツク 代表理事 

（３）ＷＧでの議論の概要 

 議論の中では、関係人口を創出するためには繋ぎ手となるコーディネーターが必要であ

ることや、受入地域がどういった形で関わってもらいたいかを明確にし、関係人口が関われ

ると思える「関わり代」をつくること、具体的に関わってもらいたい企業・団体の関わり代

の可視化等が重要であることが議論された。 

 また、関係人口という言葉そのものが政策的な言葉として捉えられる中、地域ＣＤＮ機関

やコーディネーターを可視化し、国や行政等に対して周知を図ることや、コーディネーター

の総合的なキャリアパス等の検討、東日本大震災後 10 年で関わってもらった方への改めて

の東北の関わり代の可視化について、次の 10 年に必要な事項であることが議論された。 

主な議事テーマ 議論の内容 

コーディネーターとは何か 関係人口を創出する際のキーパーソンとなるコーディネー

ターの定義・求められる役割・今後のキャリアパス等 

被関係人口のあり方 関わられる側である受入地域のあり方や求められる役割等 

関係人口に関する施策 次の 10 年に向けて必要な関係人口に関する施策等 

 

２． 地域ブランド化に関するＷＧ 

（１）ＷＧの概要 

 当ＷＧでは、この 10 年における地域資源の活用や地域ブランド化の状況および復興創生

期間後における地域ブランド化に向けた取組について議論するため、地域資源活用および
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ブランド化に関して知見を持つ５名の委員を委嘱の上、議事非公開による様々な議論が行

われた。 

（２）委員一覧（五十音順） 

№ 氏  名 役 職 等 

１ 大 沼 正 寛 
東北工業大学大学院ライフデザイン学研究科デザイン工学

専攻長・教授 

２ 加勇田 亮 二 
株式会社東北博報堂 ＭＤ戦略センター クリエイティブ

ディレクター 東北６県研究所所長 

３ 高 橋 大 就 一般社団法人東の食の会 事務局代表 

４ 田 山 貴 紘 タヤマスタジオ株式会社 代表取締役 

５ 千 葉 大 貴 有限会社マイティー千葉重 代表取締役 

（３）ＷＧでの議論の概要 

 議論の中では、東北地域全体において、求められる価値観や企業・消費者行動の変化のほ

か、この 10 年で成長してきた食や伝統工芸等の技に関する事業者の取組事例やそれらの協

働等の地域内外の拡がりについて確認した。 

 この中で、10 年後ではなく、100 年後を見据えた持続的な成長を図るために考えるべき東

北のビジョンや考え方、成長観について議論を行うとともに、担い手や次世代のリーダーが

成長していく仕組みや、その成長の土壌を育む伝統・文化・資源・風土等の維持・向上に取

り組む支え手が育つ仕組みについて、今後も議論が必要なことを確認した。 

 また100年後の東北を形成する成長観を実現するためには、現状の目標・KPIの仕組みや、

投融資の判断基準等では難しく、それらを新たにするための考え方について、今後官民連携

の上検討する必要性について確認した。 

主な議事テーマ 議論の内容 

ブランド化の方向性 東日本大震災や Covid-19 による社会構造の変化と次の 10

年で目指すべき東北のあり方・ビジョン等 

人材育成・受け皿 東北地域の未来を切り拓く人材育成と多様な価値観を持つ

住民が育つ風土づくり等 

リーダー人材のコミュニテ

ィ形成・横展開・持続可能性 

東北各地のリーダー人材がつながり東北内外に持続可能な

社会・価値提供が拡がる仕組み等 
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第４章 「東北の新たな価値」創造に向けたイベント開催 

本章では、関係人口ＷＧおよび地域ブランド化ＷＧを通じて、各テーマで必要な内容を踏

まえたイベントを企画・開催したことから、その内容を取りまとめる。 

１． 東北コーディネーター・フォーラムの開催 

（１）開催概要 

 当イベントでは、東北地域で活動する地域ＣＤＮ機関およびコーディネーターへのこれ

までの活動への感謝を伝え、東北地域全体でそれらが連携を創出し、互いの取組の現状を語

り合うことで、新たな「ご縁」の創出を図るものとして開催した。 

（２）開催内容 

・オープニングトーク：㈱sotokoto online 代表取締役 指出 一正氏 

 国内および東北地域における関係人口の動きや、指出氏自身が東北に関わるきっかけや

その良さについて、感じていることをオープニングトークとして講演した。 

・クロストーク 

 地域内外のコーディネーターとして活動する６名により、関係人口創出についてのコー

ディネーターの重要性や、今後コーディネーターに求められる役割等についてクロストー

クを行った。 

・交流セッション 

 イベントに参加したコーディネーターを６つのブレークアウトルームにて、相互に取組

みを紹介しながら、取り組む中での課題点等について共有を図った。 

（３）振り返り・意見等 

 当イベントの目的であった、地域ＣＤＮ機関やコーディネーター同士での交流や「ご縁」

の創出に効果があり、コーディネーターの満足度が高かった。一方で、行政等コーディネー

ター以外の参加者については、聴講および見学という立ち位置ではあったが、関係人口とい

う言葉に興味があり、参加した者も多く、関係人口やコーディネーターという存在に知識が

ない者については、情報提供不足の点もあったと考えられる。 

 このため、コーディネーターのネットワーク化やその深堀りについては、よりクローズド

な場での継続を進め、行政や支援機関等の関係者向けには今後入門セミナー等、よりニーズ

に即した情報提供が必要となると考えられる。 

 

２． TOHOKU リブランディング会議 

（１）開催概要 

 当イベントでは、東北地域において地域資源の活用に取り組む事業者の取組説明のほか、

東北地域内の生産者等をサポートする３者のクロストークにより、東北地域が今後求めて

いくべき価値観について、様々な事例を通じて学びを得ることを目的に開催した。 

（２）開催内容 

・取組事例紹介①有限会社マイティー千葉重 代表取締役 千葉 大貴氏 
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当社が震災後に取り組んできたキリン絆プロジェクトの取組みや、秋保地域における「ア

キウ舎」の取組み、今後取り組む予定の東北絆テーブルについての紹介を行った。 

・取組事例②タヤマスタジオ株式会社 代表取締役 田山 貴紘氏 

当社代表がＵＩターン後に行ってきた、南部鉄瓶のブランド化およびモノからコト化と

しての「kanakeno」の取組みや、伝統工芸×職人×社会が交わって新たな価値を創出してい

く取組み、今後の伝統工芸や職人のあり方や方向性について紹介を行った。 

・クロストーク 

 東北地域の生産者に近い立場におり、ブランド化の支援等を行う３者でのクロストーク

を行いながら、取組紹介を行った２者も交えた５者において、東日本大震災後の東北地域で

生まれてきた価値や、今後東北地域が目指すべきアフターコロナでの価値観などについて

議論を行った。 

（３）振り返り・意見等 

 本イベントでは、取組紹介およびクロストーク内での登壇者の取組紹介が全体の大半を

占め、情報提供型のイベントではあったが、その情報を通じて、東北で培われた新たな取組

の芽や大事にしていきたい価値観の共有化につながっていたと考えられる。 

 特に、取組事例の紹介を行った２社から、特に真似できない事例でもないが、地域の中で

まず取り組んでいくことの大事さについての言及があったが、地域経済・社会において、少

しずつ新たな取組や試行錯誤を行っていくことの応援に繋がったと考えられる。 

 

図表 31：東北コーディネーター・フォーラム 図表 32：TOHOKU リブランディング会議 
東北地域のコーディネーターを繋ぐ場の形成  この 10 年で生まれた東北の価値を再確認 
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第５章 ポスト復興創生に向けた総括 

１． 関係人口創出に向けた諸課題と方向性 

（１）コーディネーターの可視化・確保・育成・自立化の仕組み構築 

 震災復興期を経て、地域内外の人や企業等を繋ぐコーディネーターは、社会的な分野だけ

でなく、産業面での課題解決を含め、地域の課題を資源とした新たな価値を生み出す者とし

て、その活動の場を拡げているが、その具体的なリストや概要がまとめられていないため、

早急に可視化の上、国や行政等との情報共有を進め、地域に人や想いの流れをつくる繋ぎ手

としての認知を広めていく必要がある。 

 また、コーディネーターおよび地域ＣＤＮ機関を含めて、関係案内人・関係案内所といっ

た繋ぎ手の表現が進められていることから、地域に関わりたい層やそれらの裾野を広げる

ために、関係案内人・関係案内所としての情報発信やイベント等についても並行的に行って

いくことが重要である。 

 一方で、コーディネーターは、東北地域すべてに充足しているわけではなく、その育成や

確保のほか、地域ＣＤＮ機関の自立化に向けた仕組みについて、今後検討を進める余地があ

るほか、コーディネーターという職業や役割について、そのキャリアパスも含めた制度設計

についても、今後総合的な議論やノウハウの共有を進める必要がある。 

 加えて、東北地域内でのコーディネーター同士の交流を進め、現在地域で取り組むコーデ

ィネーターが相互に繋がり、共に自地域で活動する際の知識・ノウハウの共有や、自地域で

の課題解決スキームの他地域での活用・輸出等、互いのリソースを共有し合うことによる課

題解決の更なる推進や、受発注の共有化による新たな財源確保等の検討を進めることが考

えられる。 

（２）東日本大震災以後創出された関係人口の更なる利活用 

 震災復興期により蓄積された東北地域の関係人口について、改めてポスト復興創生期に

おける「関わり代」を可視化し、情報発信を進めることにより、新たな関わり方を提示して

いくほか、観光や移住とは違った新たな関わり方としての仕組みについて、副業・兼業やプ

ロボノといった仕組みでの新たな関わり方の提案や、各地域での取組をより地域内外に発

信する取組を検討する必要がある。 

 これらは国内だけに捉われず、国外との関わりを得られるようなスキームについても検

討し、ローカルでありグローバルな地域としての東北地域を目指し、情報発信を行っていく

ことが重要である。 

 

２． 地域資源活用および地域ブランド化に向けた諸課題と方向性 

（１）東北における次の 100 年を表す価値観・仕組みの構築および情報発信 

 東日本大震災後、様々な感性や挑戦が個別の企業や人に生まれ、災害を乗り越える中で、

関係人口を含めた様々な検討や協働・共創を通じて、新たな時代を創る、前向きで楽しい商

品・サービスづくりが行われてきた。 
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これは、東北地域だからこそ得られた資源であり強みであると言えることから、このよう

な流れが創出された背景や文化を継承し、今後も同様の挑戦が生まれていくよう、東北地域

をより持続的かつ魅力的に表現する、次の 100 年に向けた価値観や考え方をデザインし、伝

わりやすい形で発信していく必要がある。 

 一方で、これらの価値観や取組を加速させるためには、現在の行政予算の設計、目標管理・

設定、会計スキームや投融資スキームについて、ＳＤＧｓ等から派生した社会的な価値を見

据えた経営活動（ＣＳＶ等）を後押しする環境整備や仕組みづくりが必要である。 

これらについては、様々な試行錯誤や指標等の仮置きが必要となることから、東北全体ま

たは個別地域での実証等、あらゆる形で次世代の東北づくりに関わる社会的な試行錯誤を

オープンイノベーションにより進めていくことが重要である。 

（２）地域に根差し新たな価値を生み続ける人づくりの検討 

 上記（１）に加えて、その価値観を理解し、新たな取組を進める担い手の確保・育成が重

要であることから、それらが育つ仕組みを東北地域全体で検討する必要がある。 

これは、幼少期から学生までの地域教育から、実践型インターンシップ等の社会との関わ

りや対話を通じた自身を深める仕組みづくりを含めて、どのような環境下でも自立して活

動でき、居住地域を問わず、東北地域に誇れる人財となっていけるような基盤づくりについ

て議論する必要がある。 

また、全世代において、東北で紡がれてきた伝統・文化・風土や、東日本大震災等の社会

的な変化等の様々な体験を継承し、自己対話を進め、立場や大小を問わず次のリーダーにな

れる人づくりを持続的に行うことや、何歳からでも挑戦し、地域を超えて助け合う仕組みに

より、人生を通じて挑戦し続ける東北地域であることを目指すことが重要である。 

 

３． おわりに 

 本調査では、事例調査やワーキンググループの運営等を通じて、様々な地域で生まれた新

しい取組や考え方に触れてきたが、それは目新しいものではなく、本質的かつ伝統的な考え

方に基づく新しい取組であることが多かった。これは東北地域に受け継がれるものであり、

東北地域ならではの「トキ」がもたらした素晴らしい資源である。 

 これらが次世代にも紡がれ、その中で生まれた感性を用いた新たな表現が、次の社会や経

済を切り拓くものになるであろう。 

 その際には、出る杭として打たれることはあるが突き抜けていき、一方であたたかく見守

られていく、オープンで強靭な社会基盤が整備され、すべての立場の挑戦が後押しされるこ

とで世界一の挑戦地域であるＴＯＨＯＫＵを目指し、本調査がその創生の一助となれば幸

いである。 
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